
中小企業関係税制について 

平成２４年３月 

中 小 企 業 庁 



 

○中小法人の軽減税率の引下げ 
  〔減税額：671億円、利用者数：697,692社〕 
所得金額のうち800万円以下の金額に対する軽減税率を 
24年度から引下げ(18％→15％)。【法人税】 
 

○欠損金の繰越控除 
損失を翌年度以降の利益と相殺。 
24年度から繰越期間を7年から9年に延長。【法人税】 
 

○欠損金の繰戻還付 
 損失を前年度の利益と相殺。【法人税】 

 

 
○中小企業投資促進税制 
  〔減税額：1322億円、利用者数：  30,975社〕 

設備投資額の7％を税額控除、又は30％を特別償却。24年度
に対象設備を追加（試験機器等）。【法人税、所得税】 
 
 

○研究開発促進税制 
  〔減税額：191億円（平成22年度）、利用者数：4,411社〕 

試験研究費の一定率（12%～）を税額控除。【法人税、所得税】 
 
 

○少額減価償却資産の即時償却  
  〔減税額：268億円、利用者数：280,524社〕 
30万円未満の償却資産を全額損金算入。【法人税、所得税】 

 
  

中小企業の活力で 
日本経済と地域社会

を再生！ 
 

全国419万社の中小企業 
(雇用2,827万人) 

の活性化が 
日本経済と地域社会の 

復活に不可欠 
 

 

 

○オーナー課税の廃止               
 
 

○小規模共済の掛金控除 
共同経営者（配偶者・子など）を対象に追加。【所得税】 
 

○倒産防止共済掛金の損金算入    
掛金上限を引上げ（月額8万円→20万円）。 
【法人税、所得税】 
 

○交際費の損金算入の特例     

〔減税額：2,577億円（平成22年度）、利用者数：642,276社〕 
交際費(600万円まで)の90%を損金算入。【法人税】 
 

○軽油引取税の免税措置       
   〔減税額：269億円（平成22年度、経済産業省分）〕 
9業種を対象に32.1円/1リットルの免税措置【軽油引取税】 
 

○青色申告特別控除                                              
  〔減税額：568億円、利用者数：2,137,927社〕 

正規の簿記に基づいて申告する者に65万円の所得控除。 
【所得税】 

中小企業関係税制の概要  

 

○事業承継税制 〔減税額：83億円、利用者数：146社〕 
次世代経営者の自社株評価額を1/5に軽減。【相続税】 
  

○事業用宅地の課税価格の特例 
〔減税額：877億円、利用者数： 38,629人（平成22年度）〕 

事業用宅地（400㎡まで）の評価額を1/5に軽減。【相続税】 
 
 

○中小企業の事業再生税制 
別会社に事業を移す時の負担軽減。【登免税、不取税】 
 

○雇用促進税制 〔減税額： 346億円〕 

従業員増加1人当たり20万円を税額控除。【法人税、所得税】 

  

 

○エンジェル税制 
ベンチャー企業への出資を寄付金控除（所得控除）。【所得税】 

２．国内投資を促進する 

１．財務力を強化する 

３．新しい企業を生み出す 

５．経営力を強化する 

４．地域の雇用を守り、新たな雇用を増やす 

※特記のない限り、減税額は平成23年度財務省試算、利用者数は平成２１年度。 2 



平成２４年度 中小企業関係税制改正結果（主要項目） 

 中小企業の品質確保等に資する設備投資を促進するため、
対象設備の見直し（試験・測定機器の追加等）をした上で、適
用期限を２年間延長しました。 

中小企業投資促進税制の拡充 
   

交際費課税の特例措置の延長 

 中小企業における交際費の損金算入の特例措置に
ついて、適用期限を２年間延長しました。 

 少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置につ
いて、適用期限を２年間延長しました。 

少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長 

 非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度
の活用促進等のための見直しについては、社会保障・
税一体改革の相続税改正部分の施行に併せて見直し
を行うことになりました。 

事業承継税制の見直し 

対象業種 ほぼ全業種 
（娯楽業、風俗営業等を除く） 

対象事業者 中小企業者等  
（資本金１億円以下） 

対
象
設
備 

機械・装置 すべて（１台１６０万円以上） 

器具・備品 電子計算機、デジタル複合機 
（複数台計１２０万円以上） 

ソフトウェア 複数基計７０万円以上 

貨物自動車 車両総重量３．５ｔ以上 

内航船舶 取得価額の７５％ 

措置内容 

特別償却３０％又は税額控除７％ 

（税額控除は資本金３千万円以下に
限る） 

対象業種 ほぼ全業種 
（娯楽業、風俗営業等を除く） 

対象事業者 中小企業者等  
（資本金１億円以下） 

対
象
設
備 

機械・装置 すべて（１台１６０万円以上） 

器具・備品 電子計算機、デジタル複合機 
（複数台計１２０万円以上） 

ソフトウェア 複数基計７０万円以上 

貨物自動車 車両総重量３．５ｔ以上 

内航船舶 取得価額の７５％ 

措置内容 

特別償却３０％又は税額控除７％ 
（税額控除は資本金３千万円以下に限る） 

取得価額 償却方法

30万円未満
全額損金算入
（即時償却）

20万円未満
3年間で均等償却（注）

（残存価額なし）

10万円未満
全額損金算入
（即時償却）

合計300万円
まで

本
則

（注）20万円未満の減価償却資産であれば、3年間で毎年1／3ずつ損金算入することが可能。

中
小
企
業
者
の
み 全

て
の
企
業

中小企業（資本金1億円以下の法人）においては、定額控除限度額（600万円）まで、  
交際費支出の90％相当額について損金算入が可能。 

 軽油引取税の特定用途免税措置について、適用期限
を３年間延長しました。 

軽油引取税の特定用途免税措置の延長 

【延長された業種（経済産業省関係）】 

鉱さいバラス製造業、陶磁器製造業、セメント製品製造業、生コンクリート製造業、鉱物採
掘業（岩石・砂利、石灰石、石炭） 、電気供給業、地熱資源開発事業                        

試験・測定機器の追加等を行う。 
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商店街の個人事業主に対する主な税制 

•小規模共済掛金控除（小規模企業共済契約（廃業や引退に備えた積立金制度）の掛金支出額全額を所得控除。） 

•事業所税の免税点制度（資産割は事業所床面積1,000㎡以下、従業者割は従業者数100人以下の事業所は免税。） 

•事業所税の減免（非課税：一般公衆浴場（サウナ等は除く。）、資産割の1/2を軽減：ホテル・旅館等の施設の客室・食堂・広間等） 

事業を開始した 

•事業者免税点制度（課税売上高1,000万円以下の事業者は消費税の納税義務を免除。） 

•簡易課税制度（課税売上高5,000万円以下の事業者は売上に係る消費税額の一定割合の額を課税仕入れに係る消費税額として控除。） 
売上を計上した 

•青色申告者は届出額までは全額必要経費算入。白色申告者は家族従業員1人につき50万円（配偶者は86万円）まで必要経費算入。 
家族従業員（専従
者）に給与を払った 

•雇用促進税制（従業員増加1人当たり20万円を税額控除。） 従業員を雇用した 

•専ら業務の遂行上直接必要と認められるものは全額必要経費算入。（贈賄・賄賂、外国公務員等に不正に供与する金銭等は除く。） 交際費を支出した 

•中小企業投資促進税制及びグリーン投資税制（取得価額の7%の税額控除又は30%の特別償却。）  

•少額減価償却資産の即時償却（30万円未満の償却資産を合計300万円まで全額必要経費算入。） 

•公害防止用設備（クリーニング）に係る措置（取得価額の8%の特別償却。固定資産税の課税標準を1/3に軽減。） 

•公衆浴場業等の用に供する固定資産に係る措置（固定資産税の税額の2/3相当額を軽減等。） 

設備等を取得した 

•譲渡所得の特別控除（中小小売商業高度化事業のために土地等を譲渡した場合、土地の譲渡所得から1,500万円を特別控除。） 土地を譲渡した 

•個人事業税の事業主控除（個人事業税の課税標準から290万円を控除。） 利益を計上した 

•純損失の繰越控除（青色申告者は純損失を翌年以降3年間繰越控除が可能。） 

•純損失の繰戻還付（青色申告者は前年分の所得に対する税金から還付が受けられる。） 
損失が生じた 

•青色申告特別控除（正規の簿記の原則（複式簿記）に基づいて申告する者に65万円の所得控除。） 
帳簿・決算書を作成

した 

•事業用宅地の課税の特例（面積400㎡まで相続税の課税価格を80%減額。） 相続をした 

【アクション】 【適用可能な税制措置】 
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